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【研究要旨】本研究班の目的は多くの自治体で汎用性がある「ソーシャルキャピタル（以

下、SC）を活用した地域保健事業マニュアル（仮称）」を作成することである。 

初年度(平成 25 年度) は地域の SC の向上に寄与していると思われる優良事例を収集し、

その事業の実施に不可欠な要素や手順を検討し基礎資料を作成した。 

平成 25 年度の研究の枠組みはⅠ部「SC のコミュニティ間比較に向けた理論基盤の構築」、

Ⅱ部「SC 理論のベンチマークに基づいた優良事例の多面的評価」、Ⅲ部「特徴的な地域、対

象者属性、テーマについての SC の深掘り」の 3部から構成されている。 

Ⅰ部については、コミュニティが持つ SC を、レベル（ミクロ、メゾ、マクロ）、ネット

ワークの性質（結束型か橋渡し型か）、一般的信頼と特定化信頼の程度、規範の程度（たと

えば一般的互酬性か特定化互酬性か）の 4 つの観点からベンチマーク化ができることがわ

かった。Ⅱ部については、横浜市、滋賀県他 3市区の保健師等を対象に郵送調査を実施し、

地域の SC を活用した 697 件の優良事例を収集した。Ⅲ部については、島嶼の小規模集落と

首都圏ベッドタウンという文化の異なる地域比較や退職後男性、自殺予防といった特徴的

な事例を深掘りした結果、それぞれ、保健師の支援、役割の獲得、緩やかな「つながり」

の重要性が示された。 

最終年度(平成 26 年度)は「SC を育てる・活かす！地域の健康づくり実践マニュアル」(＝

SC を活用した地域保健事業マニュアル（旧称）」)の作成を最重点作業に位置づけた。加え

て第 IV 部については、まず、専門職が日頃どのように SC を活かした事業に取り組んでい

るのか，また地域住民の意識や活動団体の状況を把握しているのかインタビュー調査の結

果，専門職が SC を活かした事業に取り組むためのポイントとして，地域住民が主体になっ

て地域の課題を解決していくプロセスを重視したサポートを行うことや，活動の継続およ

び拡大を目指す上で，共通の普及ツール（映像等）を活用することの重要性が示された(第

IV 部第 1章)。 

次に、平成 25 年度の横浜市の優良事例調査(上述)を用いて活動の持つ SC の構成を検討

したところ、『地域への波及』、『発展性』、『多様性』の 3因子が抽出された。これらの下位

因子と活動属性との関連を調べたところ、地域への波及得点は継続年数が長いほど高い傾

向がみられた。多様性得点は小学校区、中学校区くらいの活動で得点が高かった。それぞ

れの活動の持つ SC の現状を正確に把握し、現状の SC に見合った活動展開方法をとる必要

があることがわかった(第 IV 部第 2章)。 
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更に、SC の醸成に関する要因を検討するにあたっては、良好な事例の収集だけはなく、

毀損された事例の検討も有用であると考えられる。しかし、インタビューに応じてくれた

事例においても報告書への詳細の記述については了承が得られなかった。SC の毀損事例を

収集することは、現実では、容易ではないことが分かった(第 IV 部第 3章)。 

第 V 部については、研究班の成果物「SC を育てる・活かす！地域の健康づくり実践マニ

ュアル」を活用し、自治体が SC についての研修プログラムを企画・実施する上で，参考と

なる資料を作成することを目的として自治体の SC に関する研修受講者を対象に「SC を活か

した地域保健事業を進める上で必要だと思う研修内容」についてアンケートを実施した。

その結果、SC の評価方法、組織内部での連携方法等、研究班が設定したすべての項目につ

いて研修を希望することがわかった。 

 

研究分担者 

稲葉 陽二（日本大学法学部 教授） 

角野 文彦（滋賀県健康福祉部 次長） 

川崎 千恵（国立保健医療科学院生涯健康研
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高尾 総司（岡山大学大学院医歯薬学総合研

究科 講師） 

澤岡 詩野（公益財団法人ダイヤ高齢社会研

究財団 主任研究員） 

和 秀俊（田園調布大学 講師） 

広松 恭子（渋谷区保健所 健康推進部長兼

保健所長） 

倉岡 正高（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム研究

員） 

野中 久美子（東京都健康長寿医療センター

研究所 社会参加と地域保健研究チーム研

究員） 

村山 洋史（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム研究

員） 

深谷 太郎（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム研究

員） 

研究協力者 

小幡 鈴佳（滋賀県健康福祉部健康長寿課） 

長谷部 雅美（東京都健康長寿医療センター

研究所 社会参加と地域保健研究チーム） 

村山 幸子（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム） 

安永正史（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム） 

金子裕利（社会福祉法人横浜博萌会 汲沢

地域ケアプラザ） 

藤原 啓子（横浜市健康福祉局 福祉保健課） 

室山 孝子（横浜市青葉区福祉保健課） 

矢島 陽子（横浜市南区福祉保健課） 

石川 貴美子（秦野市福祉部高齢介護課） 

小宮山 恵美（東京都北区健康福祉部介護医

療連携推進） 

嶋村 清志（滋賀県健康福祉部 健康長寿課） 

黒橋 真奈美（滋賀県健康福祉部 健康長寿

課） 

中村 ひとみ（滋賀県健康福祉部 健康長寿

課） 

園田 由美子（滋賀県健康福祉部 健康長寿

課） 

 

Ａ．研究目的 

都市化や過疎化に伴い地域社会が衰退す

るなかで、すべての世代に共通して社会的

孤立が課題となっている。 
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社会的孤立の解決の糸口を求めて高齢者

の見守り活動や子育て支援といった、住民

相互の信頼、規範、ネットワーク、つまり

ソーシャルキャピタル（以下、SC）1)の醸成

を促す取り組みが各地で行われている。 

SCはヘルスプロモーション事業が健康や

生活にもたらす効果を強化したり、事業自

体を評価する際に活用可能な理論基盤であ

る 2)。ヘルスプロモーション事業の健康へ

の効果や普及・浸透の程度は、そのプログ

ラムの質や参加者の特性だけでなく、当該

地域の SC の特性によっても規定される。同

時に、プログラムによって向上した SC は、

次に新たに展開あるいは継続されるプログ

ラムに影響を与える。このような相乗構造

がポジティブに継続されると、プログラム

の効果が地域の中で持続性を持ち、広義の

地域保健事業と SC は互恵的な関係性を持

つことができる。 

しかし、SC と健康との関連についての研

究成果を地域保健事業にどのように還元・

活用できるのか、或いは SC を醸成する方法

論が明確でないため、地域保健実務者には

事業と SC の関連が理解されにくい。そこで、

本研究では、これらの方法論を明確にし、

具体的な SC の活用方法を提示することを

目的とする。更に、本研究班は 2 か年計画

であり、最終年度(平成 26 年度)の成果物

(アウトプット)は学術的評価に基づき事業

実施に必要な要件を示したマニュアルを作

成することである。そこで、初年度(平成

25 年度)はその基礎資料の収集と分析およ

び総括を行い、平成 26 年度は、研究班員一

丸となり「ソーシャルキャピタル（以下、

SC）を活用した地域保健事業マニュアル（仮

称）」を作成することを目標とした。 

 

Ｂ．研究方法 

初年度(平成 25 年度)の研究はⅠ部「SC

のコミュニティ間比較に向けた理論基盤の

構築」、Ⅱ部「SC 理論のベンチマークに基

づいた優良事例の多面的評価」、Ⅲ部「特徴

的な地域、対象者属性、テーマについての

SC の深掘り」の 3 部から構成されている。 

最終年度(平成26年度)の研究はIV部「SC

を活用した様々な事例の多角的評価」、第 V

部「研修プログラムの開発」の 2 部から構

成されている。 

Ⅰ部「SC のコミュニティ間比較に向けた理

論基盤の構築」（担当：稲葉） 

ソーシャルキャピタルのコミュニティ間比

較のためのベンチマーク作成に関する予備

的検討（第 1章） 

大都市と地方都市やその周辺部における

SCの間には大きな違いがあることは想像に

難くない。しかし、各コミュニティにおけ

る SC が、どの程度、特殊であるかは、標準

的なベンチマークが存在しないので、明ら

かではない。よって各地域、コミュニティ

における SC の特性を測るためのベンチマ

ークについて検討する必要がある。ここで

は、SC の観点から、より具体的なコミュニ

ティ間の比較を将来可能にするための問題

点を考察する。そこで SC に関するベンチマ

ークを作成するため以下の 2 つの点から検

討を行うこととした。 

(１)SC の定義に関する議論をまとめ、社

会関係資本の基本的構成要素を定める。 

(２)SC のコミュニティにおける、あり方

を明示する概念モデルを検討する。 

その検討結果を踏まえて本研究班におけ

る諸調査事業の骨格である「SC を活用した

地域保健事業・市民活動」の枠組みの基盤

を構築する(Ⅰ部-第 1章)。 
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Ⅱ部「SC 理論のベンチマークに基づいた優

良事例の多面的評価」（担当：倉岡、野中、

高尾、角野） 

大都市におけるソーシャルキャピタルと地域

保健事業に関する多面的検討（第1～6章） 

横浜市内の全 18 区役所の保健部局保健

師(n=376、応答率 55.3%)を対象に郵送アン

ケート調査(一次調査：2013年10月～11月)

を実施した。調査内容は職員が業務として

主催したり、側面的に支援している「地域

保健事業や市民活動」のうち、SC を活かし

て地域の健康や福祉の向上に役立っている

と思う「地域保健事業や市民活動」の事例

について尋ねた。収集した 469 事例を得点

化し、得点上位の事例の中から、活動内容

や区、地域のバランスを考慮し 20 事例を選

出した。 

一次調査の結果に基づき、SC の向上に有

効と思われる地域保健活動 9 事例（高齢者

の孤立予防・健康増進事業、子育て支援事

業、多世代を対象とした交流事業）の団体

代表者を対象にインタビュー調査(二次調

査)を実施した。団体の属性を考慮しつつ、

各事例の活動発足から地域の SC 向上に寄

与する事業に発展するまでの過程を事例間

で比較検討し、事業実施に必要な要素を抽

出した(Ⅱ部-第 1、2章) 。 

次に、横浜市における地域福祉事業の拠

点である 130 か所の地域ケアプラザの地域

活動交流コーディネーターに対しても一次

調査を実施した(Ⅱ部-第 3章)。 

 ここで一次調査の結果は、住民当事者で

はなく保健師や地域活動交流コーディネー

ターなど担当職員による経験や印象に基づ

き得られた回答である。いわゆる「地域診

断」に基づく回答と言える。地域診断とは、

住民の健康や生活の状況、地域に存在する

資源等を把握したり、地域保健事業の効果

測定を実施することである。これらの情報

をもとに地域を適切に診断し、その診断結

果を新たな実践活動に結び付ける。このよ

うに、保健師による地域診断は、まさに SC

を評価・把握する活動そのものである。そ

こで、本研究においても保健師が担当地域

の SC をどのように捉えているかについて、

当該地域の高齢住民への調査との比較を通

して明らかにした(Ⅱ部-第 4章)。 

保健師調査については、上述の一次調査

において埴淵らが実施した保健師調査の SC

項目である「社会関係」(結束型 SC)と「活

動反応」(橋渡し型 SC)を採用した 3)。 

高齢者調査については日本福祉大学健康

社会研究センターが実施する「日本老年学

的評価研究（JAGES プロジェクト）」

(http://www.jages.net/)からデータの提

供を受けた。同プロジェクトの一環として

高齢者調査は 2013 年 10 月～12月にかけて

横浜市でも実施された。要介護認定を受け

ていない 65 歳以上の高齢者、12,012 名を

対象に郵送調査が実施され、7577票(63.1%)

が回収された。本研究では、この回収票か

ら得られたデータを用いて分析・検討を行

った。調査項目は、地域の SC 指標となる 5

項目を取り上げた。具体的には、認知的 SC

として「①地域信頼：地域の人々は、一般

的に信用できると思いますか。」「②地域互

酬性：地域の人々は、多くの場合、他の人

の役に立とうとすると思いますか。」「③地

域愛着：現在住んでいる地域にどの程度愛

着がありますか。」、構造的 SC として「①ボ

ランティアへの参加」「②自治会・町内会へ

の参加」を用いた(Ⅱ部-第 4章)。 

また、具体的な SC の活用方法を提示する

ために収集した優良事例の中でも、SC を十
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分に活用できなかった事例と十分に活用で

きた事例を比較することで、地域保健事業

における活用方法および SC 醸成方法につ

いて考察することを目的として以下の方法

により分析した。横浜市内の全 18 区役所の

保健部局保健師を対象とした調査（Ⅱ部-

第1章）により収集した469事例について、

得点化した SC を含むデータを用いた。曝露

としては、構造的 SC8 項目、認知的 SC3 項

目、アウトカムとしては 2 項目（地域住民

の健康・福祉意識の向上；健康、地域の SC

発展・醸成への貢献；SC 醸成）を用いた(Ⅱ

部-第 5章)。 

更に東京都北区および多摩市で 10 年以

上の活動実績を持つ 2 つの事例（栄養グル

ープ食彩、福祉亭）を取り上げ、それらの

概要を紹介した(Ⅱ部-第 6章)。 

 

ソーシャルキャピタルを活用した公募型介護

予防事業の優良事例に関する研究（第7～8章） 

2012 年度から滋賀県において実施してい

る介護予防推進交付金事業の実施 98 団体

(当該団体の活動内容の内訳については、体

操 46、サロン 28、講座・教室 18、その他 6

団体)について、横浜市における調査（Ⅱ部

-第 1、2 章）と同様に調査票による一次調

査、および一次調査により抽出された優良

団体に対するインタビューによる二次調査

を行い、SC 醸成のための要因を探った(Ⅱ

部-第 7、8章)。 

 

Ⅲ部「特徴的な地域、対象者属性、テーマ

についての SC の深掘り」（担当：川崎、澤

岡、和） 

文化や既存のソーシャルキャピタル等の地

域特性がソーシャルキャピタルの醸成・強

化に及ぼす影響に関する検討（第 1 章） 

文化や既存の SC の異なる自治体を抽出

し、SC の醸成や強化に影響する地域保健事

業・住民の活動を実施する上で不可欠な要

素や、手順が異なるのかどうかについて明

らかにし、地域特性が SC の醸成、強化へ及

ぼす影響を検討した。対象地域は鹿児島県

大島郡大和村、神奈川県平塚市とした。ま

た、調査結果を踏まえ、他地域で実施する

二次調査のインタビューガイド案を作成し

た。まず、地域の SC が醸成、強化されてい

ると考えられたこれら二つの自治体の複数

の地域住民の活動を観察し、一部の活動に

ついて、住民へのグループ面接を行った。

また、各自治体の保健師にインタビュー調

査を行った。 

 

SC としての企業退職男性に関する研究（第

2章） 

一般に社会関係が豊富とされる女性にく

らべ、男性、特に企業退職男性は地域社会

から孤立することが危惧されている。そこ

で、企業退職者の社会関係や活動の変化を

居場所という概念から整理し、事例調査か

ら、企業退職男性が SC として活躍する上で

の意義と課題を検討した。研究方法は同系

列企業の退職者集団としてスタートした

「ダイヤネット」「NPO法人かながわ子ども

教室」と、自治体が主催する男の料理教室

受講者の自主グループから展開した「NPO

法人生きがいの会」に着目し、これらの団

体の活動の観察を行うと共に、リーダーと

協力の得られたメンバーから、活動に関わ

る経緯と意味について半構造化面接による

インタビュー調査を行った。 

 

自殺予防とソーシャルキャピタル（第 3章） 

自殺率の高さにおいて全国有数の自治体
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の中で、ここ数年あまり自殺率が減少して

いない S県、T県、K県、W町について、市

町県の自殺対策担当課、保健センター、市

町県の社会福祉協議会（以下社協）を対象

としてインタビュー調査を行い、その結果

を質的に分析することによって、SC が、男

性高齢者や男性退職者の自殺予防に繋がる

のか、またどのような SC が自殺予防に繋が

ると考えられるかについて検討した。 

 

ⅠV 部「SC を活用した様々な事例の多角的

評価」 

第 1章：SC を活用した優良事例から見る

専門職の関わり（担当：倉岡正高、長谷部

雅美、村山幸子） 

保健師などの専門職が日頃どのように

SC を活かした事業に取り組んでいるのか，

また地域住民の意識や活動団体の状況を把

握しているのかなどを明らかにし，マニュ

アル作成の参考にもすることを目的とした

半構造化法によるインタビューを実施した。

主な調査内容は，各事例の概要と事例を通

じた SC 活用や醸成に関わる専門職の視点

や具体的な関わり等であった。 

 平成 25 年度に実施した横浜市内の全地

域ケアプラザ調査の中から，特に SC を活

かした事例に取り組んでいる事例として横

浜市の汲沢地域ケアプラザの事例を抽出し，

地域活動交流コーディネーターを対象にイ

ンタビューを実施した。 

また，全国の優良事例を，各種専門誌や

学術誌を参考に抽出し，調査協力が得られ

た高知市の「いきいき百歳体操」について，

活動を担当している市（本庁）および地域

包括支援センター所属の保健師を対象にイ

ンタビュー調査を実施した。 

 

第 2 章：地域保健事業における活動の持

つ SC の構成概念の検討～神奈川県横浜市

保健師および地域ケアプラザへの調査結果

～(担当：村山洋史） 

SC を活かした地域保健事業の優良事例に

ついて、活動の持つ SC の構成を検討し、そ

れと活動継続年数、活動箇所、活動範囲と

いった活動属性との関連を明らかにするこ

とを目的に平成 25年 10 月～11月に横浜市

の保健師、および平成 26 年 2月～3月に地

域ケアプラザ職員を対象に、地域の SC の向

上に寄与していると考えられる地域保健事

業の優良事例について郵送調査を実施し実

施し、601 事例（保健師 469 事例、地域ケ

アプラザ職員 132 事例）を収集した。 

 

第 3 章：SC 毀損事例の収集(担当：高尾

総司） 

 SC の醸成に関する要因を検討するにあた

っては、良好な事例の収集だけはなく、良

好な事例と比較をするための対照、つまり

毀損された事例の検討も有用であると考え

られ、最終年度は毀損事例の収集を行った。

ただし、郵送等での質問紙調査では得られ

にくい情報であるので、(1)先行文献の調査、

(2)研究者の知りうる範囲での事例の検索

（例えば、市町村合併等に際して、活発だ

った組織活動が停滞もしくは解散等にいた

った事例）、(3)岡山県内各市町村担当者へ

の事例提供依頼を行った。 

 

第 V部「研修プログラムの開発」 

第 1 章：「SC を育てる・活かす！地域の

健康づくり実践マニュアル」を用いた研修

プログラム立案の手引きの作成（担当：川

崎千恵） 

本章では研究班で作成した「SC を育て
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る・活かす！地域の健康づくり実践マニュ

アル」(＝「ソーシャルキャピタル（以下、

SC）を活用した地域保健事業マニュアル（仮

称）」)を活用し、各自治体が研修プログラ

ムを企画・実施し、実践の参考となる資料

を作成することを目的としている。 

SCに関する講義の依頼があった自治体に

おいて、講義終了後に受講者 80 名に対して

アンケートを実施した。その際に「人と人

とのつながり（SC）」を活かした地域保健事

業を進める上で必要だと思う研修内容につ

いて、尋ねた（複数回答）。 

 

第 2章：研修プログラム立案の手引き（担

当：川崎千恵） 

上記、調査結果を基に具体的な研修プロ

グラムを試案し、その活用方法を示す手引

書を作成した。 

 

Ｃ．研究結果 

Ⅰ部「SC のコミュニティ間比較に向けた理

論基盤の構築」 

コミュニティが持つ SC を、レベル（ミク

ロ、メゾ、マクロ）、ネットワークの性質（結

束型か橋渡し型か）、一般的信頼と特定化信

頼の程度、規範の程度（たとえば一般的互

酬性か特定化互酬性か）の 4 つの観点から

とらえることが出来る。また、一般的信頼

と一般的互酬性は社会全体の寛容性の指標

でもある。このモデルは、SC からみたコミ

ュニティの構成員の特性（ミクロレベル）、

それを反映したコミュニティの特性（メゾ

レベル）、また社会全体への寛容度（マクロ

レベル）を、全国平均などのベンチマーク

との比較に基づいて可視化することができ

ることがわかった。 

 

Ⅱ部「SC 理論のベンチマークに基づいた優

良事例の多面的評価」 

横浜市の保健師を対象に実施された一次

調査で得られた事例と SC の関連を検証し

た結果、①活動範囲が広いほどメンバーや

関わる人・団体が増加している、②活動箇

所が多いほど関わる人・団体が増加してい

る、③メンバーの年齢層が多様であるほど

様々な地域資源を活用していること、④活

動継続年数が長くなるほど活動に対する地

域住民の信頼が高くなっていること等が明

らかになった。優良事例を抽出するために

各事例を得点化したところ、上位に位置づ

けられた優良事例は、相対的に構造的 SC の

得点が高いという特徴が認められた。この

特徴は、インタビュー調査でも確認され、

優良事例では組織体制や役割、責任などが

明確であった。以上のことからも、構造的

SC は、活動の強化や維持において重要であ

ることが指摘できる。一方、認知的 SC は、

第三者による評価が難しく、実務者がより

客観的に活動を評価できる基準と方法を検

証する必要がある(Ⅱ部-第 1～3章)。 

保健師と地域高齢者の SC についての認

識の相違についての分析では、136 ヶ所の

地域包括支援センターエリア(地域レベル)

で調査データを集計した。その結果、保健

師は「社会・人間関係の豊かさ」(結束型

SC)と「活動への協力や反応」(橋渡し型 SC)

を、類似性が高い地域特性として評価して

いる可能性が示唆された。また、地域住民

の「地域愛着」という認知的 SC の一側面を、

「活動への協力や反応」として評価してい

る可能性が示唆された(Ⅱ部-第 4章)。 

収集した優良事例の中でも、SC を十分に

活用できなかった事例の検討についてはア

ウトカムを健康および SC 醸成とし、これら
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と構造型 SC・認知型 SC および組織レベル

SC・地域レベル SC との関係を評価したとこ

ろ、構造型 SC および地域レベル SC の増加

はアウトカムの向上と関連していた。また、

ほとんどの SC 項目はアウトカムの向上に

寄与する方向に関連していた。しかし、参

加メンバーの年齢層が１つの場合と 2 つの

場合を比較すると、年齢層が広い(2 つの)

方がアウトカムに対して逆の効果がある可

能性が示唆された(p=.051)(Ⅱ部-第 5 章)。 

また、10 年以上の活動実績を持つ 2 つの

事例を検証した結果、これら優良事例に共

通する活動実施と継続の要件として、地域

住民と行政において地域づくりに対する意

志やニーズが相互に一致しているという認

識がある、サポートする側とされる側の役

割が柔軟に入れ替わることで参加者が継続

的かつ長期的に活動に携わることができる

等の要素が見出された(Ⅱ部-第 5章)。 

滋賀県介護予防推進交付金事業に応募し

た団体の優良事例では、活動範囲が広いほ

ど参加メンバーは増加しているが、活動に

対する地域住民の信頼は高くならないこと、

および地域住民同士の信頼・互酬性の醸成

に貢献していないことが明らかになった

（Ⅱ部-第 7章）。 

二次調査では、活動が個人の健康づくり

や介護予防につながるだけでなく、参加者

自らのやりがいや生きがいにまでつながっ

ていることが明らかになった。また、活動

を行う上で、一定の役割を分担しながら、

参加者全員が常識や和を重んじて参加する

ことにより、事業が円滑に進められていた。

さらに、当事者に加えて、行政や社会福祉

協議会などが支援・関与していたり、連携

先を増やすことで、活動の質が向上してい

た。具体的には、「食」を通じた活動を行う

ことも SC 醸成の要因の一つになることが

示唆された。加えて、また、個人や団体の

「やりたい」という希望・動機や活力が団

体の発足や活動継続を促すことがわかった

（Ⅱ部-第 8章）。 

 

Ⅲ部「特徴的な地域、対象者属性、テーマ

についての SC の深掘り」 

文化や既存のSCが大きく異なる2つの自

治体における調査結果からは、中心的に活

動を行う住民の考え、住民の視点からみた

活動の効果（SC の醸成、強化に伴う地域の

変化）が明らかになった。また、保健師へ

のインタビュー調査の結果、住民の活動を

促すために行政として行った工夫や、活動

が継続・発展していく過程での保健師の関

わり、活動の発展、SC の醸成、強化に影響

したと考えられる要素が明らかになった

（Ⅲ部-第 1章）。 

3 つの事例へのインタビューからは共通

して、男性、都市郊外に居住する企業退職

者といった同質性の高さが醸し出す「居心

地の良さ」が聞かれた。また、「自己の楽し

みだけではなく、社会に役立つ何かをした

い」という想いが語られていた。最初は、

退職後にできた時間を埋めるべく、ICT、料

理、退職者同士の親睦を目的に関わった活

動ではあるが、時を経て地域のために「役

立つ何かをしたい」という想いが増し、教

室の開催や高齢者施設の運営受託などの動

きにつながっていた（Ⅲ部-第 2章）。 

SC のダークサイドとして、結束型の SC

が自殺に影響する可能性があることから、

SCが単に豊かになれば自殺予防に繋がると

いうことではないことが明らかになった。

つまり、①多様性を認める、②しがらみが

少ない、③いつでも周囲と相談できる、④
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互酬性の規範が強すぎない緩やかな「つな

がり」が、自殺予防に繋がる SC として重要

であることがわかった（Ⅲ部-第 3章）。 

 

ⅠV 部「SC を活用した様々な事例の多角的

評価」 

優良事例に対するインタビューを通じて，

専門職が SC を活かした事業に取り組むた

めのポイントとして，下記の 3 点が明らか

となった。 

１．保健師や地域コーディネーター等の専

門職は，地域住民が主体になって地域の課

題を解決していくプロセスを重視し，その

サポートを行う。その上で，キーパーソン

となる住民と協働して，地域のアセスメン

トを行うことが重要である。 

２．共通の普及ツール（映像等）を活用す

ることで，参加者や，対象となり得る住民

に活動の効果や必要性を直感的に認識して

もらうことが可能となり，活動の継続およ

び拡大につながる。 

３．住民の主体的な働きかけに支えられた

活動は，地域に根ざした取り組みとして SC

の醸成に寄与するだけでなく，専門職の業

務の効率化や負担軽減にもつながり得る

(IV 部-第 1 章)。 

次に、横浜市の保健師および地域ケアプ

ラザの地域コーディネーターへ実施した優

良事例調査の 10 項目の活動項目について

因子分析を行ったところ、「住民の SC の変

化」、「地域の SC 醸成への寄与」等が含まれ

る『地域への波及』、「参加者の増減」、「実

施・運営者の増減」、「関与者・団体の増減」

が含まれる『発展性』、「地域資源の活用」、

「年齢構成」、「他の活動とのつながり」が

含まれる『多様性』の 3因子が抽出された。

これらの下位因子と活動属性との関連を調

べたところ、いくつかの傾向が見られた。

活動継続年数との関連では、地域への波及

得点は継続年数が長いほど高い傾向がみら

れた。しかし、発展性得点は、1 年未満の

活動を除くと、継続年数が長いほど得点が

低い傾向が見られた。また、多様性得点は、

1 年未満に比べ 1 年以降での得点が高かっ

たものの、1 年以降の得点は横ばいであっ

た。活動箇所では、多様性得点において、5

か所以上で活動を展開している活動ほど、4

か所以下で展開している活動に比べて得点

(範囲が広いほど得点が高かったものの、多

様性得点は小学校区、中学校区くらいの活

動で得点が高く、町内会くらい、区内全域

での活動で得点が低かった（IV部-第 2章）。 

更に、SC が毀損した事例の収集作業につ

いては、 (1)先行文献の調査においては、

23 編の論文がヒットしたが、16 編は関係の

無い内容であり、6 編はメカニズムとして

SC の毀損について言及されるに留まった。

1 編については、職場の安全文化の毀損を

SC、特に信頼との関係で論じた内容であっ

た。(2)研究者の知りうる範囲での事例の検

索については、いくつかの事例についての

ヒアリングまでは実施できたものの、いず

れの事例においても報告書への詳細の記述

については了承が得られなかった。(3)岡山

県内各市町村担当者への事例については回

答しやすくなるよう、事前に研究班内でも

質問文、回答様式については十分な検討を

行ったが、回答は得られなかった(IV 部第 3

章)。 

 

第Ⅱ部「研修プログラムの開発」 

SC の醸成や活用による、健康課題の解決

を図るうえでの課題 について、８つの項目

から成る事後アンケートを実施し 74 名か
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ら回答を得た。しかし、研究班で回答結果

について検討した結果、８つの項目の間で

特徴的な差異は見られないと判断した。よ

って、本アンケートの結果は研修プログラ

ムを作成する上で、あくまで参考に留める

ものとした(V 部第 1章及び第 2章)。 

 

Ｄ．考察 

 本研究班の目的は、地域の SC の向上に

寄与していると思われる優良事例を収集し、

その事業の実施に不可欠な要素や手順を検

討する。それにより、多くの自治体で汎用

性があるような具体的な方法論を提示した

「SC を活用した地域保健事業マニュアル

（仮称）」を作成することである。 

まず、専門家による検討委員会にて「SC

を活用した地域保健事業・市民活動」の枠

組みを設定した。この枠組みは、Ⅰ部-第 1

章で詳述された。つまり、SC を広義にとら

え、コミュニティの構成員のデータから、

ミクロ、メゾ、マクロの 3 段階で、コミュ

ニティにおける SC の多様性を示すモデル

のプロトタイプを提示した。このモデルは、

SC からみたコミュニティの構成員の特性

（ミクロレベル）、それを反映したコミュニ

ティの特性（メゾレベル）、また社会全体へ

の寛容度（マクロレベル）を、全国平均な

どのベンチマークとの比較に基づいて可視

化できるものである。 

この枠組みをもとに、横浜市、滋賀県は

じめ合計 5 つの自治体保健師、高齢者福祉

担当者等を対象にした質問紙調査(一次調

査)を実施した。 

質問紙調査(一次調査)の結果、多数の回答が

得られた横浜市(469 事例)と、滋賀県(98 事

例)について、地域ごとに分析したところ、

①活動範囲が広いほどメンバーや関わる

人・団体が増加している、②活動箇所が多

いほど関わる人・団体が増加していること

が共通の傾向として確認された。その他の

項目では、横浜市と滋賀県で異なる関連性

が認められ、例えば横浜市では、メンバー

の年齢層が多様であるほど様々な地域資源

を活用している、活動継続年数が長くなる

ほど、活動に対する地域住民の信頼が高く

なっていること等が明らかとなった。一方、

滋賀県では活動範囲が広くても、活動に対

する地域住民の信頼は高くはならず、地域

住民同士の信頼・互酬性の醸成にも貢献し

ていないという結果であった。こうした結

果の相違には、保健師が関わっている事例

か否かによるところが大きいと考えられる。

横浜市の場合は、調査主旨を鑑みると保健

師が多少なりとも関わっている事例である

のに対し、滋賀県の場合は、介護予防推進

交付金事業に公募してきた事例である。つ

まり、事例を評価する際に，評価者の期待・

要求水準の違いが影響していたと考えられ

る。さらに、評価者の「コミュニティ」の

範囲の捉え方と評価対象事例の活動範囲や

対象の相違も結果に影響していると考えら

える。横浜市調査では、各地区の担当保健

師が担当地区の事業を評価しているのに対

し、滋賀県調査では県の職員が多様な活動

範囲（町会単位の狭域から県全体の広域ま

で）と活動対象（例えば自治町会単位の高

齢者向けサロン事業と県内全域をネットワ

ーク化する退職中高年男性を対象とした居

場所づくり事業の違い）の事業を評価して

いる。このように多様な活動範囲と対象を

評価する際には、評価者の「コミュニティ」

に対する認識が狭域の自治町会レベルに設

定されている場合、広域で活動する事業の

地域での認知度や SC 向上への寄与に関す
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る評価は低くなることが考えられる。した

がって、評価に際しては「コミュニティ」

の定義を明確にする必要がある。さらに、

活動範囲や対象のレベル別に評価すること

も重要と考える。 

しかしながら、それでも共通の結果とし

て導き出された「活動範囲の広さ」や「活

動箇所の多さ」といった構造的 SC の要素

については、地域保健事業や市民活動が発

展していく上で重要なポイントになる可能

性がある。 

こうした知見について、平成 26 年度には 

横浜市の保健師に加えて、地域活動や地

域資源に精通している地域ケアプラザの地

域コーディネーターへ実施した同様の調査

結果を追加して、検討を行った。優良事例

調査の 10 項目の活動項目について因子分

析を行ったところ、「住民の SC の変化」、

「地域の SC 醸成への寄与」等が含まれる

『地域への波及』、「参加者の増減」、「実

施・運営者の増減」、「関与者・団体の増減」

が含まれる『発展性』、「地域資源の活用」、

「年齢構成」、「他の活動とのつながり」が

含まれる『多様性』の 3 因子が抽出された。

活動の持つ SC がどのように構成され、ど

のような活動の形態（つまり、継続年数、

活動箇所、活動範囲）であることが活動 SC

の程度と関連するかを明らかにすることで、

地域保健事業の発展・継続についての指針

を検討する一助となることが期待できる。

それぞれの活動が持つ SC の現状を正確に

把握し、現状の SC に見合った活動展開方

法をとる必要があると考えられた。地域保

健事業によって、地域の SC がどのように

醸成されたかをモニタリングすると同時に、

活動自体が持つ SC にも注目し、それがど

のように変化し、今後どのような活動展開

が効果的かをアセスメントしていくことが

重要であることが示唆された。 

また、一次調査で上位に位置づけられた

優良事例は、相対的に構造的 SC の得点が

高いという特徴が認められた。この特徴は、

インタビュー調査でも確認され、優良事例

では組織体制や役割、責任などが明確であ

った。以上のことからも、構造的 SC は、

活動の強化や維持において重要であること

が指摘できる。一方、認知的 SC は、第三

者による評価が難しく、実務者がより客観

的に活動を評価できる基準と方法を検証す

る必要がある。 

そこで、本研究班では保健師が担当地域

の SC をどのように評価しているのかを、

高齢者調査(従来の SC 研究の手法)との比

較・関連を通して検討した結果、保健師調

査の「活動への協力や反応」と高齢者調査

の「地域愛着」との間に相関係数 0.201(p < 

0.05)という正の相関関係が確認された。こ

の結果から保健師は、地域住民の地域愛着

という認知的 SC の一側面を、新しい事業

や取組みを行う際の理解・協力の得やすさ

として評価していることが示唆された。 

本研究班では、SC の醸成・強化を図るた

めの地域保健課事業や市民活動の立ち上げ

や実施・継続を行うためには、地域の文化

や歴史との関連を無視することはできない

と考えている。ここで SC のダークサイドへ

の対応にも、配慮する必要がある。 

 こうしたダークサイドの部分が増悪する

と SC は衰退し、更には毀損する可能性もあ

る。本研究班では、平成 26 年度に優良事例

からよりも、むしろ毀損例から学ぶ教訓・

ノウハウに着目し、毀損事例の調査に着手

した。しかしながら、毀損したが故に得ら

れる情報が極めて乏しかったり、諸般の事
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情から担当者や関係者から公表の同意を得

られなかった等の理由から SC の毀損事例

を収集することは、容易ではないことが分

かった。従って、毀損事例については、事

例集のような「お手軽」なものから学ぶこ

とは期待しにくい。つまり、研究者ならば

アクションリサーチ、保健師など実務者な

らば、先任者や当時の関係者からの聞き取

りを通じて自らの手で SC が毀損された経

緯について調べることが重要であろう。本

研究では長期間の滞在や複数回訪問ができ

なかったことから、文化や歴史と SC の醸成、

強化の関係、SC のダークサイドへの配慮の

方法について得られた示唆は、推測に留ま

った。具体化するためには、フィールドに

入り込み参与観察を行い、エスノグラフィ

ーのデータをより深く分析する必要があり、

これは今後の研究課題であると考えられた。 

次に、特徴的な対象者の属性として企業

退職男性に着目した。彼らが SC として活

躍するためには、男性よりもコミュニケー

ション力に長ける女性が、男性を中心とし

た活動に入ってくる形態は双方にとって良

い効果を及すこと、同質性の高い仲間の存

在と共に、地域のニーズを自ら知り、自ら

が活かしたいシーズと結び付けていく時間

の必要なことが考えられた。今後、高齢者

自身が SCとして活躍することの有用性を、

個々人で理解していくための価値変換を行

っていくことが急務といえる。 

更に特徴的なテーマである自殺予防につ

いては、自殺者の多い地域の特徴として、

地域住民同士の互酬性の規範や「しがらみ」

の強さが共通すると考えられた。このこと

は、従来の SC 研究においても、同質な者同

士が結びつく結束型 SC のダークサイドが、

精神疾患の場合には、悪影響を及ぼすこと

があることが論じられている。稲葉 4)は、

SC の「持ちつ持たれつ」「お互い様」とい

った互酬性の規範が強すぎると、かえって

社会の寛容度が低下し、また、「しがらみ」

は、お互いに言いたいことが言えないこと

を指摘している。 

最後に、SC を活用した地域保健事業を推

進するためには、現場の保健師等、第一線

の実務者が本研究班の成果物である「SC を

育てる・活かす！地域の健康づくり実践マ

ニュアル」とともにそれを用いた研修を行

うことが重要である。  

そもそも SC の醸成、活用のためには、自

治体の職員（同職種、多職種、他部門）だ

けでなく、地域組織や NPO、民間事業所な

ど多様な人びとや資源を取り込んでいく必

要がある。彼らと共通認識を持ち、協働で

進めていくために行う研修は、研修の対象

者や研修の目的・目標に応じて、様々なパ

ターンが考えられる。「SC を育てる・活か

す！地域の健康づくり実践マニュアル」を

活用した研修方法は、各自治体によって多

様である必要があり、地域に共通した最

短・最善の回答は存在しえないが、多様な

地域資源を巻き込む考え方やノウハウを習

得してもらう一助になると期待される。 

 

Ｅ．結論 

SC の地域比較についてはコミュニティ

の構成員の特性（ミクロレベル）、それを反

映したコミュニティの特性（メゾレベル）、

また社会全体への寛容度（マクロレベル）

を、全国平均などのベンチマークとの比較

に基づいて可視化できる。 

構造的な SC は、住民による地域保健活

動の強化や維持において重要である。一方、

認知的 SC は、保健師などの第三者による
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評価が難しく、実務者がより客観的に活動

を評価できる基準と方法を検証する必要が

あることがわかった。これらをふまえ、実

務者による活動の強化や支援方法を提示す

ることが求められる。 

一方、保健師や地域コーディネーター等

の専門職が SC を活かした事業に取り組む

ためのポイントとして，1)専門職は，地域

住民が主体になって地域の課題を解決して

いくプロセスを重視し，そのサポートを行

う。2)共通の普及ツール（映像等）を活用

することが指摘され、住民の主体的の活動

は SC の醸成に寄与するだけでなく，専門

職の業務の効率化や負担軽減にもつながり

得ることがわかった。 
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